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２　施策の成果指標と実績

No 成果指標 単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度

環境にやさしいと思う生活や活動を行ってい
1 ％ 63. 0 67. 8 66. 0
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2 ％ 37. 1 39. 5 39. 8
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３　施策内事務事業数と施策のコスト

項目 単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度

本施策を構成する事務事業数 本 34 22 24

トータルコスト 千円 1,911,606 2,187,624 1,889,673

事業費（内書き） 千円 1,784,618 1,907,525 1,767,434

人件費（内書き） 千円 126,988 280,099 122,239

１　施策の概要（第4次長期総合計画（後期：平成28年度～令和2年度）に掲げる事項）
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５　令和2年度に向けた施策方針
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